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①給与費等
非課税費用
（収支差額
を含む）

②委託費等
課税費用

③減価
償却費

②、③の
合計

１　介護老人福祉施設※ 80.3 12.9 6.8 19.7

２　地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護※ 83.7 12.8 3.5 16.3

３　介護老人保健施設※ 74.8 19.9 5.2 25.2

４　介護療養型医療施設※ 71.5 25.0 3.5 28.5

５　認知症対応型共同生活介護（介護予防を含む）※ 86.5 12.6 0.9 13.5

６　訪問介護（介護予防を含む） 82.5 16.4 1.1 17.5

７　訪問入浴介護（介護予防を含む） 76.0 21.9 2.1 24.0

８　訪問看護（介護予防を含む） 83.6 15.3 1.1 16.4

９　訪問リハビリテーション（介護予防を含む） 72.9 23.6 3.5 27.1

10　通所介護（介護予防を含む）※ 75.5 20.3 4.2 24.5

11　認知症対応型通所介護（介護予防を含む）※ 79.0 16.8 4.1 21.0

12　通所リハビリテーション（介護予防を含む）※ 71.3 23.1 5.5 28.7

13　短期入所生活介護（介護予防を含む）※ 82.6 11.9 5.5 17.4

14　居宅介護支援 85.4 13.2 1.5 14.6

15　福祉用具貸与（介護予防を含む） 50.6 41.7 7.7 49.4

16　小規模多機能型居宅介護（介護予防を含む）※ 78.1 16.7 5.1 21.9

17　特定施設入居者生活介護（介護予防を含む）※ 77.4 21.3 1.3 22.6

18　地域密着型特定施設入居者生活介護※ 84.6 13.9 1.5 15.4

全　体 77.9 18.0 4.1 22.1

介護保険サービスにおける費用構造推計の結果（暫定版）について

（注３）※を付したサービスについては、保険給付対象外の費用（建物及び建物付属設備減価償却費、給食
材料費等）を除いて算出しているため、調査結果の数値と異なる。

（注１）平成25年度介護事業経営概況調査（以下「調査」という。）の結果数値等を用いて推計。

（注２）表に記載のないサービスについて、有効回答数が少ないこと等から類似のサービスの結果数値を用
いて全体の費用割合を推計。
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